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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 2006年度中以前の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため、記載し

ていません。 

３ 従業員数は、使用人兼務取締役および臨時従業員を含んでいません。 

４ 純資産額の算定にあたり、2006年度中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しています。なお、2005年度以前の純資産額は適用前の方法により算定した金額を記載

しています。 

５ 2006年度中より半期報告書を提出しているため、それ以前については記載していません。 

回次 2005年度中 2006年度中 2007年度中 2005年度 2006年度 

会計期間 

自2005年 

４月１日 

至2005年 

９月30日 

自2006年 

４月１日 

至2006年 

９月30日 

自2007年 

４月１日 

至2007年 

９月30日 

自2005年 

４月１日 

至2006年 

３月31日 

自2006年 

４月１日 

至2007年 

３月31日 

売上高（百万円） ― 22,886 25,188 42,310 48,066 

経常利益（百万円） ― 1,066 2,951 832 3,229 

中間（当期）純利益（百万円） ― 1,779 1,295 10,518 2,208 

純資産額（百万円） ― 32,933 34,556 28,991 33,737 

総資産額（百万円） ― 41,705 43,171 38,887 43,147 

１株当たり純資産額（円） ― 119,563.59 122,710.81 113,442.74 121,075.56 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
― 6,966.13 5,070.31 43,604.84 8,644.70 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
― ― 5,007.15 ― 8,512.65 

自己資本比率（％） ― 73.3 72.6 74.6 71.7 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
― 529 △1,854 △8,254 3,541 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
― △1,235 3,623 8,837 △7,667 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
― 17 △557 6,375 29 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円） 
― 16,971 14,795 17,640 13,565 

従業員数（人） ― 460 725 452 472 



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 従業員数は、使用人兼務取締役および臨時従業員を含んでいません。 

３ 2006年度中より半期報告書を提出しているため、それ以前については記載していません。 

回次 2005年度中 2006年度中 2007年度中 2005年度 2006年度 

会計期間 

自2005年 

４月１日 

至2005年 

９月30日 

自2006年 

４月１日 

至2006年 

９月30日 

自2007年 

４月１日 

至2007年 

９月30日 

自2005年 

４月１日 

至2006年 

３月31日 

自2006年 

４月１日 

至2007年 

３月31日 

売上高（百万円） ― 19,242 21,621 35,764 40,327 

経常損益（百万円） ― 151 1,196 △1,258 808 

中間（当期）純利益（百万円） ― 1,661 624 8,898 1,912 

資本金（百万円） ― 7,965 7,965 7,965 7,965 

発行済株式総数（株） ― 255,520 255,520 255,520 255,520 

純資産額（百万円） ― 25,626 25,633 23,994 25,865 

総資産額（百万円） ― 32,688 32,011 29,490 33,212 

１株当たり配当額（円） ― ― 1,150 ― 2,300 

自己資本比率（％） ― 78.4 80.1 81.4 77.9 

従業員数（人） ― 359 388 363 364 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第５ 経理の

状況 １．中間連結財務諸表等 （１）中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであり

ます。 

３【関係会社の状況】 

(1) 新規 

     当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに当社の関係会社となりました。 

（注）１．議決権の所有割合の（ ）は、間接所有割合で内数です。 

    ２．当社の連結子会社であるソネットキャピタルパートナーズ A投資事業有限責任組合の所有割合を記載してい

      ます。 

   ３．特定子会社に該当します。 

(2) 除外 

  当中間連結会計期間において、連結子会社であったスカイゲート㈱は、当社所有株式を全て売却したため、子 

 会社ではなくなりました。 

  また、当中間連結会計期間において、持分法適用関連会社であった㈱Sentivisionは、当社所有株式の一部を譲

 渡し、持分法適用関連会社ではなくなりました。 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業内容 

議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）          

モーションポートレート㈱ 

（注１，２） 

東京都品川区 

  

100  

  

静止画からCGを作成す

る「MotionPortrait」

技術によるサービスの

企画・運営 

100.0 

(100.0) 
― 

クウジット㈱ 

（注１，２） 

東京都港区 

  

33 

  

Wi-Fi電波で位置を推定

する「PlaceEngine」技

術による事業の企画・

運営 

74.6 

(74.6) 
― 

Sony Network Taiwan Limited 

（注３） 

台湾台北市 

  

百万台湾

ドル 

1,129 

台湾におけるSo-netブ

ランドのブロードバン

ドインターネット接続

サービスの運営 

67.0 

  
役員の兼任１名 

（持分法適用関連会社）          

マスチューン㈱ 

（注１，２） 

東京都文京区 

  

353 

  

個人投資家向けコミュ

ニティプラットフォー

ムの運営 

15.3 

(15.3) 

サーバ・ハウジ

ングサービス等 

役員の兼任１名 

㈱ソネット・カドカワ・リン

ク 
東京都港区 230 

地域情報を映像化しネ

ット地域広告を収益源

としたサイトを運営 

43.5 ― 



４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注） ソニーグループ各社からの受入出向者36名を含みます。 

     従業員数が前連結会計年度末に比べ253名増加していますが、主にSony Network Taiwan Limited が新たに 

     連結子会社となったことによります。 

(2) 提出会社の状況 

(3) 労働組合の状況 

 労働組合は、結成されていませんが、労使関係は円満に推移しています。 

  2007年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

接続事業   415 

ポータル事業   235 

その他   5 

全社（共通）   70 

合計   725 

  2007年９月30日現在

従業員数（人）   388 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間においては、日本のインターネット利用者のうち、一般世帯で固定的に利用されるFTTH、

DSL、CATV、無線（FWA）のブロードバンドの各アクセスサービス契約数が、2007年６月末で総計2,715万契約（総

務省公表値）となり、2007年３月末から約72万契約増加しました。そのうちFTTHの契約数は966万契約で、2007年

３月末から約86万契約増加した一方、DSLの契約数は1,379万契約で、2007年３月末から約22万契約減少し、引き

続きDSLからFTTHへのシフトが続いています。  

 このような事業環境のもと、当社は本年３月に発表した３ヶ年の中期経営計画の初年度にあたる今年度を、そ

の目標達成に向けて強固な基盤づくりを行う年と位置づけて諸施策を実行しています。 

 接続事業については、引き続きFTTHを中心とした会員獲得の施策を積極的に行い、当中間連結会計期間のブロ

ードバンド会員数は、前年同期末の94万人より14万人（15％）増加の108万人となりました。そのうち、FTTHの会

員数は55万人で、前年同期末の39万人より16万人（41％）増加しました。ADSLの会員数は53万人で、前年同期末

の55万人と比較し2万人減とほぼ横ばいで推移しています。 

 なお、接続会員にコンテンツ会員を加えたSo-net会員数は、前年同期末の304万人から33万人増の337万人とな

りました。 

 ブロードバンド市場の拡大により、ナローバンド会員は引き続き減少しているものの、全体としてはFTTHを中

心とする接続サービスによる課金収入が増加したため、当中間連結会計期間における接続事業の売上高は、前年

同期比17.4％増の18,122百万円（前年同期は15,440百万円。以下カッコ内同じ。）となり、過去 高の売上高を

更新しています。また、売上高に占める割合は72.0％（67.5％）となりました。 

 ポータル事業については、単体での法人向けのソリューションサービスや広告売上が好調に推移し、また、連

結子会社のソネット・エムスリー㈱の売上も順調に伸びているものの、本年４月に連結子会社のスカイゲート㈱

を売却し、当中間連結会計期間より当社の連結対象からはずれた影響により、当中間連結会計期間におけるポー

タル事業の売上高は、前年同期比5.2％減の7,060百万円（7,446百万円）となり、売上高に占める割合は28.0％

（32.5％）となりました。 

 また、当中間連結会計期間より、その他として投資・育成支援対象の連結子会社についても開示することと

し、６百万円の売上が発生しています。（当事業の前年同期の実績はありません。） 

 このように、当中間連結会計期間の売上高は、前年同期比10.1％増の25,188百万円（22,886百万円）となりま

した。 

 営業利益は、前年同期比151.6％増の2,710百万円（1,077百万円）となりました。 

 当年度より事業セグメント別の営業利益を開示しており、接続事業の営業利益は、主に、ブロードバンドの新

規獲得会員からの課金収入に伴う利益が、ナローバンド会員の減少による利益減を補い伸びたことや、テレビＣ

Ｍ等の広告宣伝費が前年同期を下回ったこと等により、前年同期比39.7％増の2,384百万円（1,707百万円）とな

りました。 

 ポータル事業の営業利益は、連結子会社のソネット・エムスリー㈱の売上の伸びに伴う利益の増加や前年度に

行った不採算の子会社整理の効果に加え、単体の法人向けのソリューションサービスや広告売上の伸びに伴う利

益の増加等により、前年同期比4.2倍の1,428百万円（337百万円）となりました。 

  また、全社費用は1,071百万円となりました。 

 経常利益は、前年同期比176.6％増の2,951百万円（1,066百万円）となりました。 

これは主に、営業利益の増加に加え、受取利息や持分法適用関連会社の㈱ディー・エヌ・エーの好調な業績によ

る持分法投資利益の増加によるものです 

 なお、当中間連結会計期間の営業利益、経常利益はともに過去 高を記録しました。 

 税金等調整前中間純利益は、上述の経常利益の増加があったものの、前年同期に連結子会社のソネット・エム

スリー㈱の株式の一部売却による投資有価証券売却益を特別利益に計上していた影響があり、前年同期比8.8％増

の2,768百万円（2,543百万円）となりました。 



 また、法人税等や法人税等調整額を含めた税金費用は、前年同期に評価性引当額の変動による減少があったた

め、前年同期比591百万円増の1,110百万円（519百万円）を計上しています。少数株主利益は、ソネット・エムス

リー㈱の利益の増加により362百万円となりました。 

 この結果、中間純利益は前年同期比27.2％減の1,295百万円（1,779百万円）となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金および現金同等物は、営業活動において1,854百万円の減少、投資活動におい

て3,623百万円の増加、財務活動において557百万円の減少となったことから、前連結会計年度末に比べて1,229百

万円増加し、当中間連結会計期間末には14,795百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、1,854百万円の減少（前年同期比2,383百万円の減少）となりました。

主なプラス要因は、税金等調整前中間純利益2,768百万円であり、主なマイナス要因は、売上債権の増加額3,060

百万円、法人税等の支払額1,235百万円によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、3,623百万円の増加（前年同期比4,859百万円の増加）となりました。

主なプラス要因は、定期預金の払戻による収入6,000百万円であり、主なマイナス要因は、投資有価証券の取得に

よる支出1,847百万円、有形固定資産の取得による支出258百万円、無形固定資産の取得による支出392百万円によ

るものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、557百万円の減少（前年同期比575百万円の減少）となりました。主な

要因は、配当金の支払額582百万円によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当社グループの業務はインターネット総合サービスであり、サービスの提供の実績は販売実績と一致している

ため、下記の「(3) 販売実績」を参照下さい。 

(2) 受注状況 

 当社グループは受注生産を行っていませんので、受注の記載事項はありません。 

(3) 販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりです。 

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

   ２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

   ３．当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当っては前中間連結会計

期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

接続事業 18,122 ＋17.4 

ポータル事業 7,060 △5.2 

その他 6 － 

合計 25,188 ＋10.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した主要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。 

 なお、前事業年度に計画していたとおり、11月に本社を移転しました。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 942,080 

計 942,080 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 

（2007年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2007年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 255,520 255,520 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 255,520 255,520 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

2007年４月１日～  

 2007年９月30日 
 -  255,520  - 7,965   - 8,463  



(5）【大株主の状況】 

  2007年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合 

（％） 

ソニー株式会社 東京都港区港南１丁目７番１号 116,560 45.61 

株式会社ソニーファイナンスインタ

ーナショナル 
東京都港区南青山１丁目１番１号 32,110 12.56 

モルガンスタンレーアンドカンパニ

ーインターナショナルピーエルシー 

25 CABOT SQUARE CANARY WHARF,  

LONDON E14 4QA ENGLAND  
6,701 2.62 

（常任代理人 モルガン・スタンレ

ー証券株式会社） 
（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号）     

ドイチェバンクアーゲーロンドンピ

ービーノントリティークライアンツ

613 

TAUNUSANLAGE 12, 

D-60325 FRANKFURT AM MAIN,  

FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY 

4,955 1.93 

（常任代理人 ドイツ証券株式会

社） 
（東京都千代田区永田町２丁目11番１号）     

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,883 1.91 

モルガンスタンレーアンドカンパニ

ーインク 
1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 10036, U.S.A 4,078 1.59 

（常任代理人 モルガン・スタンレ

ー証券株式会社） 
（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号）     

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 3,162 1.23 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社(信託口) 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,470 0.96 

バンクオブニューヨークジーシーエ

ムクライアントアカウントジェイピ

ーアールディアイエスジーエフイー

エイシー 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 

LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
2,224 0.87 

（常任代理人 株式会社三菱東京

UFJ銀行） 
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）     

バークレイズバンクピーエルシーバ

ークレイズキャピタルセキュリティ

ーズエスビーエルピービーアカウン

ト 

1 CHURCHILL PLACE, LONDON E145HP, 

 UNITED KINGDOM 
2,220 0.86 

 （常任代理人 スタンダードチャ

ータード銀行） 
 (東京都千代田区永田町２丁目11番１号)     

計 － 179,363 70.19 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が１株含まれています。なお、

「議決権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれていません。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までに、役員の異動はありません。 

  2007年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 255,520 255,519 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 255,520 － － 

総株主の議決権 － 255,519 － 

  2007年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 2007年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 348,000 372,000 392,000 387,000 360,000 340,000 

低（円） 290,000 302,000 353,000 335,000 275,000 283,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

  なお、前中間連結会計期間（2006年４月１日から2006年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間（2007年４月１日から2007年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成しています。 

(2) 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

  なお、前中間会計期間（2006年４月１日から2006年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（2007年４月１日から2007年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

います。 

(3）当社の中間連結財務諸表および中間財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単

位で記載していましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載することに変更していま

す。なお、比較を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組替え表示し

ています。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（2006年４月１日から2006年９月30日ま

で）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（2006年４月１日から2006年９月30日まで）の中間財務諸表について、

並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（2007年４月１日から2007年９月

30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（2007年４月１日から2007年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、あらた監査法人による中間監査を受けています。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（2006年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（2007年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（2007年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金     23,295     15,138     19,898   

２ 受取手形及び売掛金     5,014     8,757     5,515   

３ たな卸資産     188     300     227   

４ 繰延税金資産     710     537     652   

５ その他     1,532     1,145     941   

６ 貸倒引当金     △78     △90     △78   

流動資産合計     30,663 73.5   25,790 59.7   27,157 63.0 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産 *1                   

(1) 建物   57     45     41     

(2) 器具・備品   192     672     439     

(3) その他   － 249   9 727   － 481   

２ 無形固定資産                     

(1) のれん   1,639     1,079     1,178     

(2) ソフトウェア   1,990     1,943     2,045     

(3) その他   943 4,573   926 3,949   910 4,134   

３ 投資その他の資産                     

(1) 投資有価証券   5,070     10,797     9,393     

(2) 敷金・保証金   746     1,257     1,157     

(3) その他   438     959     1,082     

(4) 貸倒引当金   △37 6,218   △309 12,704   △259 11,374   

固定資産合計     11,041 26.5   17,381 40.3   15,990 37.0 

資産合計     41,705 100.0   43,171 100.0   43,147 100.0 

                     
 



    
前中間連結会計期間末 
（2006年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（2007年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（2007年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 支払手形及び買掛金     －     3,753     －   

２ 買掛金     3,550     －     3,693   

３ 未払金     872     100     217   

４ 未払費用     1,599     2,106     2,109   

５ 未払法人税等     910     725     1,316   

６ 賞与引当金     232     259     227   

７ ポイント引当金      284     342     283   

８ その他の引当金      2     4     8   

９ その他     734     549     697   

流動負債合計     8,186 19.6   7,841 18.2   8,555 19.8 

Ⅱ 固定負債                     

１ 退職給付引当金     137     403     280   

２ 役員退職慰労引当金     41     －     51   

３ その他     407     369     523   

固定負債合計     585 1.4   773 1.8   854 2.0 

負債合計     8,772 21.0   8,615 20.0   9,410 21.8 

                     

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     7,965 19.1   7,965 18.5   7,965 18.5 

２ 資本剰余金     8,463 20.3   8,463 19.6   8,463 19.6 

３ 利益剰余金     14,027 33.6   15,183 35.1   14,456 33.5 

株主資本合計     30,457 73.0   31,613 73.2   30,886 71.6 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評価

差額金 
    92 0.3   △263 △0.6   47 0.1 

２ 為替換算調整勘定     1 0.0   4 0.0   4 0.0 

評価・換算差額等合計     93 0.3   △258 △0.6   51 0.1 

Ⅲ 新株予約権     － －   1 0.0   0 0.0 

Ⅳ 少数株主持分     2,382 5.7   3,199 7.4   2,799 6.5 

純資産合計     32,933 79.0   34,556 80.0   33,737 78.2 

負債純資産合計     41,705 100.0   43,171 100.0   43,147 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     22,886 100.0   25,188 100.0   48,066 100.0 

Ⅱ 売上原価     13,294 58.1   14,315 56.8   27,824 57.9 

売上総利益     9,591 41.9   10,873 43.2   20,242 42.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費                     

１ 広告宣伝費   720     511     1,509     

２ 販売促進費   920     1,008     1,947     

３ 販売手数料   702     831     1,333     

４ ロイヤルティ   255     136     376     

５ 報酬・給与   1,244     1,329     2,723     

６ 業務委託費   1,615     1,528     3,261     

７ 通信費   232     205     442     

８ 賃借料   435     412     904     

９ 支払手数料   799     851     1,630     

10 減価償却費   211     209     457     

11 賞与引当金繰入額   168     165     164     

12 退職給付引当金繰入

額 
  12     －     －     

13 退職給付費用   －     34     20     

14 役員退職慰労引当金

繰入額 
  9     7     19     

15 貸倒引当金繰入額   9     9     9     

16 ポイント引当金繰入

額 
  94     60     93     

17 その他   1,081 8,514 37.2 860 8,162 32.4 2,009 16,903 35.2 

営業利益     1,077 4.7   2,710 10.8   3,338 6.9 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   11     64     46     

２ 受取配当金   0     0     6     

３ 持分法による投資利

益 
  52     219     10     

４ 為替差益   24     －     25     

５ ポイント引当金戻入

益 
  15     1     15     

６ 受取和解金   16     －     16     

７ その他   15 135 0.6 14 299 1.2 26 147 0.3 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   －     0     －     

２ 固定資産売却損   －     8     －     

３ 固定資産除却損   63     35     137     

４ リース中途解約金   13     1     14     

５ 商品廃棄損   56     －     61     

６ その他   12 146 0.6 12 59 0.3 44 257 0.5 

経常利益     1,066 4.7   2,951 11.7   3,229 6.7 

Ⅵ 特別利益                     

１ 投資有価証券売却益   1,769     32     2,075     

２ 持分変動益    7     14     10     

３ 貸倒引当金戻入益   27 1,804 7.9 27 74 0.3 54 2,140 4.5 

Ⅶ 特別損失                     

１ 投資有価証券評価損   5     0     21     

２ 持分変動損   3     －     197     

３ 減損損失 *1 －     －     570     

４ 本社移転関連費用 *2 301     －     300     

５ 貸倒引当金繰入額   －     －     250     

６ 固定資産臨時償却費 *3 17     82     17     

７ 退職給付費用   －     76     140     

８ 合弁事業整理損   －     77     －     

９ その他   － 328 1.5 19 257 1.0 － 1,499 3.1 

税金等調整前中間

（当期）純利益 
    2,543 11.1   2,768 11.0   3,870 8.1 

法人税、住民税及び

事業税 
  841     693     1,624     

法人税等調整額   △321 519 2.3 417 1,110 4.4 △635 988 2.1 

少数株主利益     244 1.0   362 1.5   673 1.4 

中間（当期）純利益     1,779 7.8   1,295 5.1   2,208 4.6 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

2006年３月31日 残高 
（百万円） 

7,965 8,463 12,251 28,681

中間連結会計期間中の変動額        

利益処分による役員賞与 △4 △4

中間純利益 1,779 1,779

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

  

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 1,775 1,775

2006年９月30日 残高 
（百万円） 

7,965 8,463 14,027 30,457

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

為替換算調整
勘定 

評価・換算差
額等合計 

2006年３月31日 残高 
（百万円） 

303 6 309 1,955 30,946

中間連結会計期間中の変動額          

利益処分による役員賞与   △4

中間純利益   1,779

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

△211 △4 △215 426 210

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△211 △4 △215 426 1,986

2006年９月30日 残高 
（百万円） 

92 1 93 2,382 32,933



当中間連結会計期間（自 2007年４月１日 至 2007年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

2007年３月31日 残高 
（百万円） 

7,965 8,463 14,456 30,886

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当 △587 △587

中間純利益 1,295 1,295

持分法適用会社の減少に伴う増加高 19 19

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額） 

  

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 727 727

2007年９月30日 残高 
（百万円） 

7,965 8,463 15,183 31,613

 

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主 
持分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

2007年３月31日 残高 
（百万円） 

47 4 51 0 2,799 33,737

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当   △587

中間純利益   1,295

持分法適用会社の減少に伴う増加高   19

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額） 

△310 0 △309 1 400 91

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△310 0 △309 1 400 819

2007年９月30日 残高 
（百万円） 

△263 4 △258 1 3,199 34,556



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 2006年４月１日 至 2007年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

2006年３月31日 残高 
（百万円） 

7,965 8,463 12,251 28,681

連結会計年度中の変動額        

利益処分による役員賞与 △4 △4

当期純利益 2,208 2,208

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額） 

  

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 2,204 2,204

2007年３月31日 残高 
（百万円） 

7,965 8,463 14,456 30,886

 

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主 
持分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

2006年３月31日 残高 
（百万円） 

303 6 309 － 1,955 30,946

連結会計年度中の変動額            

利益処分による役員賞与   △4

当期純利益   2,208

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額） 

△256 △2 △258 0 843 585

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△256 △2 △258 0 843 2,790

2007年３月31日 残高 
（百万円） 

47 4 51 0 2,799 33,737



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   2,543 2,768 3,870 

減価償却費   455 524 945 

固定資産臨時償却費    17 82 17 

のれん償却額   300 71 397 

減損損失   － － 570 

持分変動益   △7 △14 △10 

持分変動損   3 － 197 

持分法による投資利益   △52 △219 △10 

投資有価証券評価損   5 0 21 

投資有価証券売却益   △1,769 △32 △2,075 

賞与引当金の増減額（△減少額）   △15 1 △16 

退職給付引当金の増加額   6 105 149 

役員退職慰労引当金の増減額（△
減少額） 

  △31 7 △21 

貸倒引当金の増減額（△減少額）   △18 △12 204 

ポイント引当金の増加額   79 59 78 

その他の引当金の減少額   △11 △4 △9 

受取利息及び受取配当金   △11 △65 △53 

支払利息   － 0 － 

為替差益   △23 － △25 

固定資産売却益   △1 △0 △2 

固定資産売却損   － 8 － 

固定資産除却損   63 35 137 

本社移転関連費用   301 － 300 

売上債権の増加額   △385 △3,060 △891 

たな卸資産の増減額（△増加額）   60 △50 21 

その他流動資産の増減額（△増加
額） 

  105 △395 407 

仕入債務の増減額（△減少額）   227 △62 370 

未払費用の増減額（△減少額）   △465 △374 39 

その他流動負債の減少額   △285 △127 △174 

役員賞与の支払額   △9 － △12 

その他   0 21 4 

小計   1,080 △730 4,434 

利息及び配当金の受取額   11 112 53 

利息の支払額   － △0 － 

法人税等の支払額   △562 △1,235 △945 

営業活動によるキャッシュ・フロー   529 △1,854 3,541 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

定期預金の預入による支出   △323 △11 △329 

定期預金の払戻による収入   － 6,000 － 

投資有価証券の取得による支出   △995 △1,847 △5,835 

投資有価証券の売却による収入   1,866 26 1,917 

有形固定資産の取得による支出   △117 △258 △308 

有形固定資産の売却による収入   4 0 13 

無形固定資産の取得による支出   △393 △392 △1,723 

無形固定資産の売却による収入   － 1 0 

敷金・保証金の支払による支出   △127 △106 △538 

敷金・保証金の返還による収入   47 1 47 

長期前払費用の支払による支出   △14 － △14 

新規連結子会社の株式取得による
支出 

  △795 － △791 

新規連結子会社の株式取得による
収入 

  － 252 － 

連結子会社株式の売却による支出   － △133 － 

子会社株式の取得による支出   △66 － △66 

子会社株式の取得価額変更による
収入 

  － 28 － 

貸付けによる支出   △251 △1 △361 

貸付金の回収による収入   36 36 323 

投資事業組合からの分配による収
入 

  － 24 － 

その他投資の取得による支出   △104 － － 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,235 3,623 △7,667 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

配当金の支払額   － △582 － 

子会社の増資による収入   17 25 29 

財務活動によるキャッシュ・フロー   17 △557 29 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差
額 

  19 18 21 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加（減
少）額 

  △669 1,229 △4,074 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   17,640 13,565 17,640 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

*1 16,971 14,795 13,565 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項   連結子会社は、ソネットス

ポーツ・ドットコム㈱、ス

カイゲート㈱、ソネット・

エムスリー㈱、So-net M3  

USA Corporation、MDLinx, 

Inc.、Medi C&C Co.,  

Ltd.、㈱ゼータ・ブリッ

ジ、ソネットキャピタルパ

ートナーズ㈱の８社です。 

なお、MDLinx, Inc.、ソネ

ットキャピタルパートナー

ズ㈱は、当中間連結会計期

間において新たに株式を取

得して子会社となったこと

から、連結の範囲に含めて

います。 

また、㈱ウェブポケット

は、当中間連結会計期間に

おいて当社と合併しまし

た。 

  連結子会社は、ソネット・

エムスリー㈱、So-net M3  

USA Corporation、MDLinx, 

Inc.、Medi C&C Co.,  

Ltd.、㈱ゼータ・ブリッ

ジ、ソネットキャピタルパ

ートナーズ㈱、ソネットキ

ャピタルパートナーズＡ投

資事業有限責任組合、モー

ションポートレート㈱、ク

ウジット㈱、Sony Networ

k Taiwan Ltd.の10社です。 

なお、モーションポートレ

ート㈱およびクウジット㈱

は、当中間連結会計期間に

おいて新たに出資設立をし

て子会社となったことか

ら、Sony Network Taiwan L

td.は、当中間連結会計期間

において新たに株式を取得

して子会社となったことか

ら、連結の範囲に含めてい

ます。 

また、スカイゲート㈱は、

当中間連結会計期間におい

て株式譲渡し、連結の範囲

から除外しています。 

  連結子会社は、スカイゲー

ト㈱、ソネット・エムスリ

ー㈱、So-net M3 USA  

Corporation、MDLinx,  

Inc.、Medi C&C Co.,Ltd.、

㈱ゼータ・ブリッジ、ソネ

ットキャピタルパートナー

ズ㈱、ソネットキャピタル

パートナーズＡ投資事業有

限責任組合の８社です。 

なお、MDLinx, Inc.は当連

結会計年度において新たに

株式を取得し、ソネットキ

ャピタルパートナーズ㈱、

およびソネットキャピタル

パートナーズＡ投資事業有

限責任組合は、当連結会計

年度において新たに出資設

立をして子会社となったこ

とから、連結の範囲に含め

ています。 

また、㈱ウェブポケット

は、当連結会計年度におい

て当社と合併し、ソネット

スポーツ・ドットコム㈱

は、2007年１月29日に清算

結了しています。 

        

２ 持分法の適用に関する事項 (1) 持分法適用会社は、㈱レー

ベルゲート、㈱ディー・エ

ヌ・エー、テレビポータル

サービス㈱、 

㈱Sentivision、㈱エニグ

モ、㈲ADSグローバルパート

ナーズの６社です。 

なお、㈲ADSグローバルパー

トナーズは当中間連結会計

期間において重要性が増し

たことから、テレビポータ

ルサービス㈱は当中間連結

会計期間において新たに株

式を取得して関連会社とな

ったことから、持分法を適

用しています。 

(1) 持分法適用関連会社は、㈱

ディー・エヌ・エー、㈱ア

クトビラ、㈱エニグモ、㈱

ゲームポット、㈲ADSグロー

バルパートナーズ、㈱マス

チューン、㈱ソネット・カ

ドカワ・リンクの７社で

す。 

なお、㈱マスチューンは当

中間連結会計期間において

新たに株式を取得して関連

会社となったことから、㈱

ソネット・カドカワ・リン

クは当中間連結会計期間に

おいて新たに出資設立をし

て関連会社となったことか

ら、持分法の適用範囲に含

めています。 

また、㈱Sentivisionは、当

中間連結会計期間において

株式譲渡し、持分法の適用

範囲から除外しています。 

テレビポータルサービス㈱

は、2007年9月1日付けで、

㈱アクトビラに社名変更い

たしました。 

(1) 持分法適用関連会社は、㈱

ディー・エヌ・エー、テレ

ビポータルサービス㈱、㈱

Sentivision、㈱エニグモ、

㈱ゲームポット、㈲ADSグロ

ーバルパートナーズの６社

です。 

なお、㈲ADSグローバルパー

トナーズは当連結会計年度

において重要性が増したこ

とから、テレビポータルサ

ービス㈱は当連結会計年度

において新たに出資設立を

して関連会社となったこと

から、㈱ゲームポットは当

連結会計年度において新た

に株式を取得して関連会社

となったことから、持分法

の適用範囲に含めていま

す。 

また、㈱レーベルゲート

は、当連結会計年度におい

て株式譲渡し、持分法の適

用範囲から除外していま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

  (2) 持分法適用会社のうち、中

間決算日が中間連結決算日

と異なる会社については、

中間連結決算日現在で実施

した仮決算にもとづく財務

諸表を使用しています。 

(2)      同左 (2) 持分法適用会社のうち、決

算日が連結決算日と異なる

会社については、連結決算

日現在で実施した仮決算に

もとづく財務諸表を使用し

ています。 

３ 連結子会社の中間決算日（決

算日）等に関する事項 

 連結子会社のうち、MDLinx, 

Inc.の中間決算日は６月30日で

す。 

 中間連結財務諸表の作成に当

って、MDLinx, Inc.について

は、中間連結決算日現在で実施

した仮決算にもとづく中間財務

諸表を使用しています。 

       同左 

  

 連結子会社のうち、MDLinx,  

Inc.の連結決算日は12月31日で

す。 

 連結財務諸表の作成に当たっ

て、MDLinx, Inc.については、

連結決算日現在で実施した仮決

算にもとづく財務諸表を使用し

ています。 

４ 会計処理基準に関する事項      

(1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

(ⅰ) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  

 中間連結決算日の市

場価格等にもとづく時

価法(評価差額は全部

純資産直入法により処

理し、売却原価は移動

平均法により算定して

います。)  

市場価格のない有価証券 

 移動平均法による原

価法 

 なお、投資事業有限

責任組合およびこれに

類する組合への出資

（証券取引法第２条第

２項により有価証券と

みなされるもの）につ

いては、組合契約に規

定される決算報告日に

応じて入手可能な 近

の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取

り込む方法によってい

ます。 

(ⅰ) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  

   同左 

  

  

  

  

  

  

市場価格のない有価証券 

 移動平均法による原

価法 

 なお、投資事業有限

責任組合およびこれに

類する組合への出資

（金融商品取引法第２

条第２項により有価証

券とみなされるもの）

については、入手可能

な 近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によ

っています。 

(ⅰ) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価

格等にもとづく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してい

ます。） 

市場価格のない有価証券 

 移動平均法による原

価法 

 なお、投資事業有限

責任組合およびこれに

類する組合への出資

（証券取引法第２条第

２項により有価証券と

みなされるもの）につ

いては、入手可能な

近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額

で取り込む方法によっ

ています。 

  (ⅱ) たな卸資産 (ⅱ) たな卸資産 (ⅱ) たな卸資産 

  イ 商品 イ 商品 イ 商品 

  移動平均法による原価法 移動平均法による原価法 

 なお、一部の海外連

結子会社については、

移動平均法による低価

法を採用しています。 

移動平均法による原価法 

  ロ 仕掛品および番組勘定 ロ 仕掛品および番組勘定 ロ 仕掛品および番組勘定 

  個別法による原価法 個別法による原価法 個別法による原価法 

  ハ 貯蔵品 ハ 貯蔵品 ハ 貯蔵品 

  終仕入原価法 終仕入原価法 終仕入原価法 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

(ⅰ) 有形固定資産 

 主として定率法を採用して

います。一部の海外連結子会

社は定額法を採用していま

す。 

 なお、有形固定資産につい

て、利用可能期間を勘案し

て、随時耐用年数の見直しを

行っています。 

(ⅰ) 有形固定資産 

同左 

  

(ⅰ) 有形固定資産 

同左 

  (ⅱ) 無形固定資産 

 自社利用ソフトウェアにつ

いては社内における利用可能

期間（５年）にもとづく定額

法、市場販売目的ソフトウェ

アについては見込有効期間

（３年以内）にもとづく定額

法、その他の無形固定資産に

ついては経済的見積耐用年数

にもとづく定額法を採用して

います。 

 なお、無形固定資産につい

て、利用可能期間を勘案し

て、随時耐用年数の見直しを

行っています。 

(ⅱ) 無形固定資産 

 自社利用ソフトウェアにつ

いては社内における利用可能

期間（主として５年）にもと

づく定額法、市場販売目的ソ

フトウェアについては見込有

効期間（３年以内）にもとづ

く定額法、その他の無形固定

資産については経済的見積耐

用年数にもとづく定額法を採

用しています。 

 なお、無形固定資産につい

て、利用可能期間を勘案し

て、随時耐用年数の見直しを

行っています。 

(ⅱ) 無形固定資産 

 自社利用ソフトウェアにつ

いては社内における利用可能

期間（５年）にもとづく定額

法、市場販売目的ソフトウェ

アについては見込有効期間

（３年以内）にもとづく定額

法、その他の無形固定資産に

ついては経済的見積耐用年数

にもとづく定額法を採用して

います。 

 なお、無形固定資産につい

て、利用可能期間を勘案し

て、随時耐用年数の見直しを

行っています。 

(3) 重要な引当金の計上基準 (ⅰ) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ています。 

(ⅰ) 貸倒引当金 

同左 

  

(ⅰ) 貸倒引当金 

同左 

  (ⅱ) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当中

間連結会計期間対応分の金額

を計上しています。 

(ⅱ) 賞与引当金 

同左 

(ⅱ) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備える

ため、次期支給見込額のうち

当期対応分の金額を計上して

います。 

  (ⅲ) 退職給付引当金 

 当社においては従業員の退

職給付に備えるため、中間期

末自己都合要支給額にもとづ

き、当中間連結会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を、一部の海外連結子

会社においては、現地国の法

令にもとづく当中間連結会計

期間末要支給額を計上してい

ます。 

(ⅲ) 退職給付引当金 

 当社及び一部の海外連結子

会社においては従業員の退職

給付に備えるため、当中間連

結会計期間末における退職給

付債務の見込額を、一部の海

外連結子会社においては、現

地国の法令にもとづく当中間

連結会計期間末要支給額を計

上しています。 

 数理計算上の差異は、主と

して、各年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額

法により按分した額を発生の

翌年度から費用処理すること

としています。 

(ⅲ) 退職給付引当金 

 当社においては従業員の退

職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付

債務の見込額を、一部の海外

連結子会社においては、現地

国の法令にもとづく当連結会

計年度末要支給額を計上して

います。 

 数理計算上の差異は、各年

度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間（７年）に

よる定額法により按分した額

を発生の翌年度から費用処理

することとしています。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

     過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定

額法により費用処理していま

す。 

(追加情報) 

 当社は退職給付債務の算定

にあたり、従来、簡便法によ

っていましたが、当連結会計

年度末から原則法による算定

方法に変更しています。 

 この変更は、当連結会計年

度より従業員数の合計が300

名を超過したため、年齢や勤

務期間の偏りが解消され退職

給付債務の数理計算に用いら

れる基礎率の推定について一

定の有効性が確保されたた

め、原則法による計算の結果

に一定の高い水準の信頼性が

得られるものと判断されたこ

とによるものです。 

 この変更に伴い、当連結会

計年度末における退職給付債

務について計算した簡便法と

原則法の差額140百万円を特

別損失に計上しています。 

  (ⅳ) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規にもとづく

中間期末要支給額を計上して

います。 

(ⅳ) 役員退職慰労引当金 

―――――― 

  

 

  

 (追加情報) 

 当社は役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規にも

とづく期末要支給額を計上し

ていましたが、2007年５月21

日開催の取締役会において役

員退職慰労金制度の廃止を決

議するとともに、2007年６月

20日開催の定時株主総会にお

いて役員退職慰労金制度廃止

日までの在任期間に応じた退

職慰労金を退任時に支給する

ことを決議しています。 

 その結果、役員退職慰労金

制度廃止日までの期間に対応

する役員退職慰労金相当額58

百万円を固定負債その他に計

上しています。 

(ⅳ) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規にもとづく

期末要支給額を計上していま

す。 

  (ⅴ) ポイント引当金 

 販売促進等を目的とするポ

イント制度による将来のポイ

ント利用に備えるため、過去

の実績にもとづき、中間連結

会計期間末において将来利用

されると見込まれるポイント

に対する所要額を計上してい

ます。 

(ⅴ) ポイント引当金 

    同左 

(ⅴ) ポイント引当金 

 販売促進等を目的とするポ

イント制度による将来のポイ

ント利用に備えるため、過去

の実績にもとづき、連結会計

年度末において将来利用され

ると見込まれるポイントに対

する所要額を計上していま

す。 

  (ⅵ) 売上割戻引当金 

 連結子会社の一部は、将来

の売上割戻に備えるため、売

上割戻金見込額のうち当中間

連結会計期間の負担に属する

金額を計上しています。 

(ⅵ) 売上割戻引当金 

―――――― 

(ⅵ) 売上割戻引当金 

 連結子会社の一部は、将来

の売上割戻に備えるため、売

上割戻金見込額のうち当連結

会計年度の負担に属する金額

を計上しています。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

(4) 重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基

準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しています。な

お、在外子会社等の資産および

負債は、中間連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、

収益および費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分および為替換算

調整勘定に含めて計上していま

す。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。なお、在

外子会社等の資産および負債

は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益およ

び費用は期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額は少数株

主持分および為替換算調整勘定

に含めて計上しています。 

(5) 重要なリース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っています。 

同左 同左 

(6) その他中間連結（連結）財

務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってい

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー

計算書（連結キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金および容易に換金可能で

あり、かつ、価格の変動につい

て僅少なリスクしか負わない、

取得日から３ヵ月以内に満期が

到来する短期投資からなってい

ます。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９日）お

よび「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しています。なお、従来の資本の部に

相当する金額は30,550百万円です。 

（企業結合に係る会計基準および事業分離等

に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平成15年

10月31日）および「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号 平成17年

12月27日）を適用しています。 

（ストック・オプション等に関する会計基

準） 

 当中間連結会計期間より「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企業会計

基準第８号 平成17年12月27日）および

「ストック・オプション等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

11号 平成18年５月31日）を適用していま

す。これによる損益に与える影響はありま

せん。 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――― 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）および

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しています。なお、従来の資本の部に相当

する金額は30,937百万円です。 

（企業結合に係る会計基準および事業分離等

に関する会計基準） 

 当連結会計年度より「企業結合に係る会

計基準」（企業会計審議会 平成15年10月

31日）および「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第10号 平成17年12月27

日）を適用しています。 

  

  

（ストック・オプション等に関する会計基

準） 

 当連結会計年度より「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計基準

第８号 平成17年12月27日）および「スト

ック・オプション等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第11号 

平成18年５月31日）を適用しています。こ

れによる損益に与える影響は軽微です。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間末 
（2006年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（2007年９月30日） 

前連結会計年度末 
（2007年３月31日） 

*1 有形固定資産の減価償却累計額 

685百万円 

*1 有形固定資産の減価償却累計額 

2,130百万円 

*1 有形固定資産の減価償却累計額 

723百万円 

2  保証債務 2  保証債務 2  保証債務 

従業員の銀行借入金に

対する保証 
20百万円 

従業員の銀行借入金に

対する保証 
18百万円

従業員の銀行借入金に

対する保証 
19百万円

前中間連結会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

─────― ─────― *1 個別財務諸表上関係会社株式等を減損処

理したことにより、のれん等の未償却残

高を減損したものです。 

*2 本社移転関連費用は本社移転決定に伴う

原状回復費206百万円、固定資産臨時償

却費65百万円（建物51百万円、器具・備

品14百万円）、および仲介手数料30百万

円です。 

─────― *2 本社移転関連費用は本社移転決定に伴う

原状回復費205百万円、固定資産臨時償却

費65百万円（建物51百万円、器具・備品1

4百万円）、および仲介手数料30百万円で

す。 

*3 固定資産臨時償却費はソフトウェア15百

万円および長期前払費用2百万円による

ものです。 

*3 固定資産臨時償却費はソフトウェア79百

万円および長期前払費用3百万円による

ものです。 

*3 固定資産臨時償却費はソフトウェア15百

万円および長期前払費用2百万円によるも

のです。 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 255,520 － － 255,520 

合計 255,520 － － 255,520 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 



当中間連結会計期間（自 2007年４月１日 至 2007年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 255,520 － － 255,520 

合計 255,520 － － 255,520 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結
会計期間末

残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 

(親会社) 
－ － － － － － － 

連結子会社 

(ソネット・エ

ムスリー㈱) 

ストックオプション

としての新株予約権  
 － － － － － 1 

合計 － － － － － 1 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
 配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2007年５月10日 

取締役会 
普通株式 587 2,300 2007年３月31日 2007年６月21日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

2007年10月25日 

取締役会 
普通株式 293 利益剰余金 1,150 2007年９月30日 2007年12月3日 



前連結会計年度（自 2006年４月１日 至 2007年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

（1）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 255,520 － － 255,520 

合計 255,520 － － 255,520 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

(親会社) 
－ － － － － － － 

連結子会社 

(ソネット・エ

ムスリー㈱) 

ストックオプション

としての新株予約権  
 － － － － － 0 

合計 － － － － － 0 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

2007年５月10日 

取締役会 
普通株式 587 利益剰余金 2,300 2007年３月31日 2007年６月21日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

*1 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

*1 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

*1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（2006年９月30日現在） （2007年９月30日現在） （2007年３月31日現在）

現金及び預金勘定 23,295百万円 

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△6,323百万円 

現金及び現金同等物 16,971百万円 

現金及び預金勘定 15,138百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△342百万円

現金及び現金同等物 14,795百万円

現金及び預金勘定 19,898百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△6,332百万円

現金及び現金同等物 13,565百万円

前中間連結会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

器具・備品 2,641 1,573 14 1,053 

ソフトウェ
ア 

1,615 949 303 362 

合計 4,257 2,523 318 1,415 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

減損損失
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

器具・備品 1,571 1,029 0 542 

ソフトウェ
ア 

790 565 126 97 

合計 2,361 1,595 126 639 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

器具・備品 2,292 1,462 9 820 

ソフトウェ
ア 

1,399 773 220 405 

合計 3,691 2,236 229 1,225 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 795百万円 

１年超 980百万円 

合計 1,776百万円 

１年内 465百万円

１年超 322百万円

合計 788百万円

１年内 666百万円

１年超 772百万円

合計 1,438百万円

リース資産減損勘定の残

高 
318百万円 

リース資産減損勘定の残

高 
126百万円

リース資産減損勘定の残

高 
229百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額および減損損失 

支払リース料 524百万円 

リース資産減損勘定の取

崩額 
114百万円 

減価償却費相当額 498百万円 

支払利息相当額 20百万円 

減損損失 －百万円 

支払リース料 319百万円

リース資産減損勘定の取

崩額 
55百万円

減価償却費相当額 301百万円

支払利息相当額 12百万円

減損損失 －百万円

支払リース料 990百万円

リース資産減損勘定の取

崩額 
200百万円

減価償却費相当額 937百万円

支払利息相当額 44百万円

減損損失 －百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっています。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっています。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ―――――― ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料   未経過リース料 

１年内 0百万円 

１年超 0百万円 

合計 0百万円 

  １年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（2006年９月30日現在） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容 

当中間連結会計期間末（2007年９月30日現在） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 107 377 269 

合計 107 377 269 

保有目的 内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券 
市場価格のない株式 585 

投資事業有限責任組合 128 

合計 714 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 2,276 1,852 △424 

合計 2,276 1,852 △424 

保有目的 内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券 
市場価格のない株式 863 

投資事業有限責任組合 157 

合計 1,021 



前連結会計年度末（2007年３月31日現在） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（2006年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間末（2007年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度末（2007年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,111 1,265 154 

合計 1,111 1,265 154 

保有目的 内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 
市場価格のない株式 709 

投資事業有限責任組合 125 

合計 835 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

１ ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額および科目名 

該当事項はありません。 

２ 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  
ソネット・エムスリー㈱ 

第８回新株予約権 

㈱ゼータ・ブリッジ  

第１回新株予約権  

㈱ゼータ・ブリッジ  

第２回新株予約権  

付与対象者の区分及び人

数 

同社子会社取締役   １名 

同社使用人      ５名 

同社取締役      １名 

同社使用人      ５名 

同社使用人      １名 

株式の種類別のストッ

ク・オプションの付与数 
普通株式       90株 普通株式      900株 普通株式       30株 

 付与日 2006年４月24日 2006年４月28日 2006年９月29日 

権利確定条件 

権利確定日（権利行使期間の

初日以降）において、同社も

しくは同社の子会社等の役員

または使用人のいずれの地位

を有していること。 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

対象勤務期間 
2006年４月24日 

～2008年４月23日 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

権利行使期間 

2008年４月24日 

～2015年５月31日 

ただし権利確定後退職（退

任）した場合は、退職（退

任）日より６ヶ月以内まで行

使可能。 

2008年３月22日 

～2016年３月21日 

2008年３月22日 

～2016年３月21日 

権利行使条件 

①各新株予約権の一部行使は

できないものとします。 

②これらの詳細条件およびそ

の他の条件については、同

社定時株主総会決議および

同社取締役会決議にもとづ

き、同社と新株予約権の割

当を受けるものとの間で締

結する「新株予約権割当契

約書」に定めるものとしま

す。 

①権利行使時において、同社

もしくは同社の子会社等の

役員または使用人のいずれ

の地位を有していること。

ただし任期満了による退任

または定年退職その他正当

な理由がある場合は、この

限りではありません。 

②権利行使期間中で、且つ同

社が株式上場もしくは公開

している場合に権利を行使

できます。 

③行使日の前日の証券取引所

における同社株式の終値が

１株当たりの行使金額を上

回る場合に権利を行使でき

ます。 

④一暦年間に割当を受けた新

株予約権総数の１/３を超

えない株数の権利を行使で

きるものとします。 

⑤新株予約権の譲渡・質入そ

の他の処分は認めません。

①権利行使時において、同社

もしくは同社の子会社等の

役員または使用人のいずれ

の地位を有していること。

ただし任期満了による退任

または定年退職その他正当

な理由がある場合は、この

限りではありません。 

②権利行使期間中で、且つ同

社が株式上場もしくは公開

している場合に権利を行使

できます。 

③行使日の前日の証券取引所

における同社株式の終値が

１株当たりの行使金額を上

回る場合に権利を行使でき

ます。 

④一暦年間に割当を受けた新

株予約権総数の１/３を超

えない株数の権利を行使で

きるものとします。 

⑤新株予約権の譲渡・質入そ

の他の処分は認めません。

権利行使価格（円） 547,546 50,000 50,000 

付与日における公正な評

価単価（円） 
－ － 0 



当中間連結会計期間（自 2007年４月１日 至 2007年９月30日） 

１ ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額および科目名 

 販売費及び一般管理費 その他 1百万円 

２ 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 2006年４月１日 至 2007年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

   販売費及び一般管理費 その他 0百万円 

  

２．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

  ソネット・エムスリー㈱ 

  第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

付与対象者の区分及び人

数 

同社取締役      ３名 

同社子会社取締役   ２名 

同社監査役      １名 

同社使用人      20名 
同社子会社取締役   １名 

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注） 

普通株式     9,600株 普通株式      396株 普通株式      342株 

 付与日 2004年６月11日 2004年11月２日 2005年２月21日 

権利確定条件 

権利確定日（権利行使期間の

初日以降）において、同社も

しくは同社の子会社等の役員

または使用人のいずれの地位

を有していること。 

権利確定日（権利行使期間の

初日以降）において、同社も

しくは同社の子会社等の役員

または使用人のいずれの地位

を有していること。 

権利確定日（権利行使期間の

初日以降）において、同社も

しくは同社の子会社等の役員

または使用人のいずれの地位

を有していること。 

対象勤務期間 
2004年６月11日 

～2006年６月30日 

2004年11月２日 

～2006年11月10日 

2005年２月21日 

～2007年２月20日 

権利行使期間 

2006年７月１日 

～2014年５月31日 

ただし権利確定後退職（退

任）した場合は、退職（退

任）日より６ヶ月以内まで行

使可能。 

2006年11月11日 

～2014年５月31日 

ただし権利確定後退職（退

任）した場合は、退職（退

任）日より６ヶ月以内まで行

使可能。 

2007年２月21日 

～2014年５月31日 

ただし権利確定後退職（退

任）した場合は、退職（退

任）日より６ヶ月以内まで行

使可能。 

権利行使価格（円） 35,567 172,942 190,202 

付与日における公正な評

価単価（円） 
－ － － 



  第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権 

付与対象者の区分及び人

数 
同社使用人      ８名 

同社取締役      １名 

同社使用人      １名 
同社使用人      ２名 

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注） 

普通株式       96株 普通株式       12株 普通株式       ８株 

 付与日 2005年５月13日 2005年８月29日 2005年11月21日 

権利確定条件 

権利確定日（権利行使期間の

初日以降）において、同社も

しくは同社の子会社等の役員

または使用人のいずれの地位

を有していること。 

権利確定日（権利行使期間の

初日以降）において、同社も

しくは同社の子会社等の役員

または使用人のいずれの地位

を有していること。 

権利確定日（権利行使期間の

初日以降）において、同社も

しくは同社の子会社等の役員

または使用人のいずれの地位

を有していること。 

対象勤務期間 
2005年５月13日 

～2007年５月12日 

2005年８月29日 

～2007年８月28日 

2005年11月21日 

～2007年11月20日 

権利行使期間 

2007年５月13日 

～2014年５月31日 

ただし権利確定後退職（退

任）した場合は、退職（退

任）日より６ヶ月以内まで行

使可能。 

2007年８月29日 

～2015年５月31日 

ただし権利確定後退職（退

任）した場合は、退職（退

任）日より６ヶ月以内まで行

使可能。 

2007年11月21日 

～2015年５月31日 

ただし権利確定後退職（退

任）した場合は、退職（退

任）日より６ヶ月以内まで行

使可能。 

権利行使価格（円） 408,500 378,325 490,000 

付与日における公正な評

価単価（円） 
－ － － 

  第７回新株予約権 第８回新株予約権 第９回新株予約権 

付与対象者の区分及び人

数 

同社取締役      ４名 

同社使用人      32名 

同社子会社取締役   １名 

同社使用人      ５名 

同社子会社取締役   １名 

同社使用人      １名 

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注） 

普通株式      920株 普通株式       90株 普通株式       44株 

 付与日 2006年３月22日 2006年４月24日 2007年１月26日 

権利確定条件 

権利確定日（権利行使期間の

初日以降）において、同社も

しくは同社の子会社等の役員

または使用人のいずれの地位

を有していること。 

権利確定日（権利行使期間の

初日以降）において、同社も

しくは同社の子会社等の役員

または使用人のいずれの地位

を有していること。 

権利確定日（権利行使期間の

初日以降）において、同社も

しくは同社の子会社等の役員

または使用人のいずれの地位

を有していること。 

対象勤務期間 
2006年３月22日 

～2008年３月21日 

2006年４月24日 

～2008年４月23日 

2007年１月26日 

～2009年１月24日 

権利行使期間 

2008年３月22日 

～2015年５月31日 

ただし権利確定後退職（退

任）した場合は、退職（退

任）日より６ヶ月以内まで行

使可能。 

2008年４月24日 

～2015年５月31日 

ただし権利確定後退職（退

任）した場合は、退職（退

任）日より６ヶ月以内まで行

使可能。 

2009年１月25日 

～2016年５月31日 

ただし権利確定後退職（退

任）した場合は、退職（退

任）日より６ヶ月以内まで行

使可能。 

権利行使価格（円） 561,150 547,546 455,000 

付与日における公正な評

価単価（円） 
－ － 237,818 



  ㈱ゼータ・ブリッジ  

 （注）株式数に換算して記載しております。 

次へ 

  第１回新株予約権  第２回新株予約権  

付与対象者の区分及び人

数 

同社取締役      １名 

同社使用人      ５名 

同社使用人      １名 

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注） 

普通株式      900株 普通株式       30株 

 付与日 2006年４月28日 2006年９月29日 

権利確定条件 該当事項はありません。 該当事項はありません。 

対象勤務期間 該当事項はありません。 該当事項はありません。 

権利行使期間 
2008年３月22日 

～2016年３月21日 

2008年３月22日 

～2016年３月21日 

権利行使条件 

①権利行使時において、同社

もしくは同社の子会社等の

役員または使用人のいずれ

の地位を有していること。

ただし任期満了による退任

または定年退職その他正当

な理由がある場合は、この

限りではありません。 

②権利行使期間中で、且つ同

社が株式上場もしくは公開

している場合に権利を行使

できます。 

③行使日の前日の証券取引所

における同社株式の終値が

１株当たりの行使金額を上

回る場合に権利を行使でき

ます。 

④一暦年間に割当を受けた新

株予約権総数の１/３を超

えない株数の権利を行使で

きるものとします。 

⑤新株予約権の譲渡・質入そ

の他の処分は認めません。

①権利行使時において、同社

もしくは同社の子会社等の

役員または使用人のいずれ

の地位を有していること。

ただし任期満了による退任

または定年退職その他正当

な理由がある場合は、この

限りではありません。 

②権利行使期間中で、且つ同

社が株式上場もしくは公開

している場合に権利を行使

できます。 

③行使日の前日の証券取引所

における同社株式の終値が

１株当たりの行使金額を上

回る場合に権利を行使でき

ます。 

④一暦年間に割当を受けた新

株予約権総数の１/３を超

えない株数の権利を行使で

きるものとします。 

⑤新株予約権の譲渡・質入そ

の他の処分は認めません。

権利行使価格（円） 50,000 50,000 

付与日における公正な評

価単価（円） 
－ 0 



（企業結合等関係） 

前中間連結会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

パーチェス法適用関係  

１ 企業結合の概要 

２ 中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

自 2006年６月１日 至 2006年９月30日 

３ 被取得企業の取得原価およびその内訳 

４ 発生したのれんの金額等 

５ 企業結合日に受入れた資産および引受けた負債の額ならびにその主な内訳 

６ 取得原価の配分 

 繰延税金資産等の項目において、中間連結財務諸表作成時点における入手可能な合理的な情報等に基づき

暫定的な会計処理を行っているため、取得原価の配分は完了していません。 

７ 当該企業結合が当期首に完了したと仮定したときの当中間連結会計期間の売上高等の概算額 

（注）１ なお、上記金額にはオーナーシップの変更に伴って発生した一時的な費用（167百万円）

が含まれています。 

２ 上記情報は必ずしも将来起こりうるべき事象を示唆するものではありません。また、実際

に出資が期首時点に行われた場合の連結会社の経営成績を示すものではありません。 

３ 企業結合が当中間連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の売上高及び損益情

報を算定しております。 

４ 上記概算額の注記は、監査証明を受けておりません。 

被取得企業の名称 MDLinx, Inc. 

被所得企業の事業の内容 医療従事者向けウェブサイトの運営 

企業結合を行った主な理由 米国における事業展開のため 

企業結合日 2006年６月１日 

企業結合の法的形式 当社子会社So-net M3 USA Corporationによる株式取得 

結合後企業の名称 MDLinx, Inc. 

取得した議決権比率 100.0％ 

  （注） 当社が議決権の58.7％を保有するソネット・エムスリー㈱の100％

子会社So-net M3 USA Corporationによる間接所有です。 

被取得企業の取得原価 1,013百万円   

取得原価の内訳 株式取得費用 980百万円

  株式取得に直接要した支出額（デューデリジェンス費用等） 32百万円

  （注） 全て現金で支出しています。   

のれんの金額 845百万円 

発生原因 MDLinx, Inc.の今後の事業展開によって期待される将来の収益力およびそ

の基盤となるMDLinx, Inc.の運営するサイトに登録している会員価値に関

連して発生したもの。 

償却方法および償却期間 のれんの償却については20年間で均等償却しています。 

流動資産 352百万円

固定資産 16百万円

資産計 369百万円

流動負債  201百万円

負債計  201百万円

売上高 22,947百万円

営業利益 911百万円

経常利益 900百万円

当期利益 1,678百万円



当中間連結会計期間（自 2007年４月１日 至 2007年９月30日） 

パーチェス法適用関係  

１（１） 企業結合の概要 

（２） 中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

自 2007年９月１日 至 2007年９月30日 

（３） 被取得企業の取得原価およびその内訳 

（４） 発生したのれんの金額等 

（５） 企業結合日に受入れた資産および引受けた負債の額ならびにその主な内訳 

（６） 当該企業結合が当期首に完了したと仮定したときの当中間連結会計期間の売上高等の概算額 

（注）１ 上記情報は必ずしも将来起こりうるべき事象を示唆するものではありません。また、実際

に出資が期首時点に行われた場合の連結会社の経営成績を示すものではありません。 

２ 企業結合が当中間連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の売上高及び損益情

報を算定しております。 

３ 上記概算額の注記は、監査証明を受けておりません。 

被取得企業の名称 Sony Network Taiwan Limited 

被所得企業の事業の内容 インターネット接続サービス 

企業結合を行った主な理由 台湾における事業展開を図るため 

企業結合日 2007年８月22日 

企業結合の法的形式 

  

  

Sony Taiwan Limitedより、保有株式の一部、38,863,580株（発行済株式

総数の34.4％）を、Sony Holding(Asia)B.V.より、保有株式の全部、

30,932,600株（同27.4％）を取得しています。 

結合後企業の名称 Sony Network Taiwan Limited 

取得した議決権比率 67.0％（従前の議決権比率 5.2％） 

被取得企業の取得原価 59百万円   

取得原価の内訳 株式取得費用（Sony Holding(Asia)B.V. ） 25百万円

  株式取得費用（Sony Taiwan Ltd.） 31百万円

  株式取得に直接要した支出額（デューデリジェンス費用等） 2百万円

  （注） 全て現金で支出しています。   

のれんの金額 0百万円 

発生原因 被取得企業の取得原価が、取得した資産及び引受けた負債に配分された純

額を超過したため。 

償却方法および償却期間 のれんの金額が重要性に乏しいため費用処理しています。 

流動資産 554百万円

固定資産 229百万円

資産計 783百万円

流動負債 678百万円

固定負債 17百万円

負債計 696百万円

売上高 26,181百万円

営業利益 2,707百万円

経常利益 2,948百万円

当期利益 1,293百万円



２    前連結会計年度において暫定額であった被取得企業（MDLinx, Inc.）の取得原価が、当中間連結会計期間

において確定したため、被取得企業の取得原価を28百万円減額しました。 

 修正後の、被取得企業の取得原価及びその内訳は下記のとおりです。 

被取得企業の取得原価 980百万円   

取得原価の内訳 株式取得費用 950百万円

  株式取得に直接要した支出額（デューデリジェンス費用等） 29百万円



前連結会計年度（自 2006年４月１日 至 2007年３月31日） 

パーチェス法適用関係  

１ 企業結合の概要 

２ 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

自 2006年６月１日 至 2007年３月31日 

３ 被取得企業の取得原価およびその内訳 

４ 発生したのれんの金額等 

５ 企業結合日に受入れた資産および引受けた負債の額ならびにその主な内訳 

６ 当該企業結合が連結会計年度の当期首に完了したと仮定したときの当連結会計年度の売上高等の概算額 

（注）１ なお、上記金額にはオーナーシップの変更に伴って発生した一時的な費用（167百万円）

が含まれています。 

２ 上記情報は必ずしも将来起こりうるべき事象を示唆するものではありません。また、実際

に出資が期首時点に行われた場合の連結会社の経営成績を示すものではありません。 

３ 企業結合が当中間連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の売上高及び損益情

報を算定しております。 

４ 上記概算額の注記は、監査証明を受けておりません。 

被取得企業の名称 MDLinx, Inc. 

被所得企業の事業の内容 医療従事者向けウェブサイトの運営 

企業結合を行った主な理由 米国における事業展開のため 

企業結合日 2006年６月１日 

企業結合の法的形式 当社子会社So-net M3 USA Corporationによる株式取得 

結合後企業の名称 MDLinx, Inc. 

取得した議決権比率 100.0％ 

  （注） 当社が議決権の58.7％を保有するソネット・エムスリー㈱の100％

子会社So-net M3 USA Corporationによる間接所有です。 

被取得企業の取得原価 1,009百万円   

取得原価の内訳 株式取得費用 980百万円

  株式取得に直接要した支出額（デューデリジェンス費用等） 28百万円

  （注） 全て現金で支出しています。   

のれんの金額 818百万円 

発生原因 MDLinx, Inc.の今後の事業展開によって期待される将来の収益力およびそ

の基盤となるMDLinx, Inc.の運営するサイトに登録している会員価値に関

連して発生したもの。 

償却方法および償却期間 のれんの償却については20年間で均等償却しています。 

流動資産 323百万円

固定資産 73百万円

資産計 397百万円

流動負債  206百万円

負債計  206百万円

売上高 48,128百万円

営業利益 3,172百万円

経常利益 3,062百万円

当期純利益 2,107百万円



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

 当社グループは、ネットワークサービス関連事業に特化しているため１つのセグメントしかありませんので、

記載を省略しています。 

当中間連結会計期間（自 2007年４月１日 至 2007年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

      事業は、サービスの特性及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．事業区分の内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,071百万円であり、主に親会社 

  の人事・経理等の管理部門に係る費用であります。 

４．事業区分の変更 

  従来、事業の種類別セグメントの区分については、ネットワーク関連事業に特化していたため単一のセグ 

  メントしかありませんでしたが、近年のブロードバンド市場の拡大による環境の変化が予想されること、 

  コンテンツなどの情報サービスの拡大等に伴い、当社グループの事業の実態をより適切に反映させるた 

  め、当中間連結会計期間よりサービスの特性及び市場の類似性を考慮した「接続事業」「ポータル事業」 

  「その他」の区分に変更いたしました。この区分は、従来より「分野別売上高概況」で区分してきたもの 

  であります。 

   尚、前中間連結会計期間及び前連結会計年度のセグメント情報を、当中間連結会計期間において用いた 

  事業区分の方法により区分すると次のようになります。 

  
接続事業 
（百万円） 

ポータル事業
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上

高 
18,122 7,060 6 25,188 － 25,188 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
48 12 － 60 △60 － 

計 18,170 7,072 6 25,249 △60 25,188 

営業費用 15,786 5,644 36 21,467 1,011 22,478 

営業利益 2,384 1,428 △30 3,782 △1,071 2,710 

事業区分 主要サービス 

接続事業 ナローバンド、ブロードバンド接続サービスの提供 

ポータル事業 

コンテンツ提供、法人向けソリューションサービス、インターネッ

ト広告、商品販売、ライセンスビジネス、サービスプラットフォー

ムの企画・運営等 

その他 接続事業及びポータル事業以外のもの 



前中間連結会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

前連結会計年度（自 2006年４月１日 至 2007年３月31日） 

前連結会計年度（自 2006年４月１日 至 2007年３月31日） 

 当社グループは、ネットワークサービス関連事業に特化しているため単一のセグメントしかありませんので、

記載を省略しています。 

【所在地別セグメント情報】  

 前中間連結会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日）、当中間連結会計期間（自 2007年４

月１日 至 2007年９月30日）および前連結会計年度（自 2006年４月１日 至 2007年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略していま

す。 

【海外売上高】  

 前中間連結会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日）、当中間連結会計期間（自 2007年４

月１日 至 2007年９月30日）および前連結会計年度（自 2006年４月１日 至 2007年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しています。 

  
接続事業 
（百万円） 

ポータル事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 15,440 7,446 22,886 － 22,886 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 16 16 △16 － 

計 15,440 7,462 22,902 △16 22,886 

営業費用 13,732 7,125 20,857 951 21,808 

営業利益 1,707 337 2,044 △967 1,077 

  
接続事業 
（百万円） 

ポータル事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 32,387 15,679 48,066 － 48,066 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
9 29 38 △38 － 

計 32,396 15,709 48,105 △38 48,066 

営業費用 28,771 13,964 42,735 1,991 44,727 

営業利益 3,625 1,744 5,369 △2,030 3,338 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以

下のとおりです。 

  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

１株当たり純資産額 119,563円59銭 122,710円81銭 121,075円56銭 

１株当たり中間（当期）純利益金額 6,966円13銭 5,070円31銭 8,644円70銭 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 

  

  

  

－ 

 潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式

がないため記載していません。 

5,007円15銭 

  

  

  

8,512円65銭 

  

  

  

 
前中間連結会計期間 

(自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 1,779 1,295 2,208 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
1,779 1,295 2,208 

普通株式の期中平均株式数（株） 255,520 255,520 255,520 

        

潜在株式調整後1株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万円） － 16 33 

 （うち関係会社の潜在株式調整額） － (    16) (    33) 

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

 － 

  

  

関係会社の新株予約権６

種類（新株予約権の数575

個） 

  

  

関係会社の新株予約権４

種類（新株予約権の数544

個） 

  

  



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

株式および新株予約権付社債の取得 

 当社は、㈱ゲームポットとの間で、オン

ラインゲームにおける事業提携を行うこと

を目的とする資本提携にもとづき、2006年

10月３日に㈱ゲームポットの第三者割当増

資の引受、㈱アエリアより㈱ゲームポット

株式の取得、および㈱ゲームポットの新株

予約権付社債の引受を行いました。これに

より、㈱ゲームポットは当社の持分法適用

関連会社となります。 

(1) 当社が第三者割当により引受ける㈱

ゲームポット株式  

a) 取得株式数   普通株式8,200株 

b) 払込金額の総額   1,225百万円 

(2) 当社が㈱アエリアより取得する㈱ゲ

ームポット株式 

a) 取得株式数  普通株式15,000株 

b) 取得金額      1,350百万円 

(3) 当社が引受ける㈱ゲームポット新株

予約権付社債 

a) 社債名称 ㈱ゲームポット第１回

無担保転換社債型新株

予約権付社債 

b) 払込金額の総額   1,100百万円 

（社債額面100円につき100円） 

c) 償還価額 額面100円につき100円 

d) 転換価額       149,500円 

e) 権利行使期間 

2006年10月４日～2010年10月１日 

(4) 取得前後の所有株式の状況 

a) 異動前の株式所有数    －株 

b) 取得株式数      23,200株 

c) 異動後の株式所有数  23,200株 

（所有割合     27.4％ 

新株予約権行使後 33.2％） 

(5) ㈱ゲームポットの概要 

a) 名称     ㈱ゲームポット 

b) 主な事業内容 オンラインゲーム

事業 

モバイルコンテン

ツ事業 

c) 本店所在地  東京都港区高輪３

－26－33 

d) 代表者    代表取締役会長 

安田  剛 

代表取締役社長 

植田 修平 

(6) 資金調達の方法 

 すべて自己資金により充当します。 

―――――― 重要な子会社の株式売却 

 当社は、2007年3月8日の取締役会におい

て、連結子会社であるスカイゲート㈱株式

のすべてを、持分法適用関連会社である㈱

ディー・エヌ・エーに売却する基本合意を

決議し、2007年4月25日に売却を実行しまし

た。 

  

株式報酬型ストックオプション  

 当社は2007年５月21日の取締役会および

2007年６月20日の定時株主総会の決議に基

づき、従来の役員退職慰労金制度を廃止し

て、株式報酬型ストックオプションとして

新株予約権を発行することといたしまし

た。 

 その内容は、「第４提出会社の状況 １

株式等の状況(８)ストックオプション制度

の内容」に記載のとおりです。 

売却の理由 スカイゲート㈱は、海

外航空券販売を中心

に、順調に売上を伸ば

してまいりましたが、

昨今の旅行業界ならび

にオンライン予約市場

における競争環境の一

層の激化に伴い、グル

ープ経営の 適化の観

点から、より集客を見

込める㈱ディー・エ

ヌ・エーに譲渡するこ

とといたしました。    

当該子会社の 

事業内容 

インターネットを利用

した航空チケットを中

心とする旅行商品の販

売、旅行に関連する情

報提供 

売却する株式 

の数 

44,000株 

売却価額 100百万円 

売却損益 翌連結会計年度に与え

る影響は軽微でありま

す。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 
（2006年９月30日） 

当中間会計期間末 
（2007年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（2007年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金   18,439     8,872     14,476     

２ 受取手形   1     －     1     

３ 売掛金   4,225     7,544     4,643     

４ たな卸資産   133     188     188     

５ 短期貸付金   73     49     73     

６ 関係会社短期貸付

金 
  1,464     －     －     

７ その他 *2 1,390     1,355     1,079     

８ 貸倒引当金   △1,038     △72     △77     

  流動資産合計     24,690 75.5   17,938 56.0   20,384 61.4 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産 *1                   

（1）器具・備品   134     436     390     

（2）その他   29     10     16     

有形固定資産合計   164     446     407     

２ 無形固定資産                     

（1）のれん   407     197     236     

（2）ソフトウェア   1,869     1,769     1,953     

（3）その他   935     908     903     

無形固定資産合計   3,213     2,875     3,093     

３ 投資その他の資産                     

（1）投資有価証券   3,589     8,628     7,241     

（2）敷金・保証金   665     1,153     1,047     

（3）その他   403     1,218     1,295     

（4）貸倒引当金   △37     △251     △259     

投資その他の資産

合計 
  4,621     10,750     9,325     

固定資産合計     7,998 24.5   14,072 44.0   12,827 38.6 

資産合計     32,688 100.0   32,011 100.0   33,212 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（2006年９月30日） 
当中間会計期間末 
（2007年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（2007年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 買掛金   3,247     3,455     3,526     

２ 未払金   868     96     216     

３ 未払費用   1,485     1,567     1,949     

４ 未払法人税等   428     24     513     

５ 賞与引当金   199     196     199     

６ ポイント引当金   39     40     41     

７ その他 *2 381     248     170     

流動負債合計     6,649 20.3   5,628 17.6   6,618 19.9 

Ⅱ 固定負債                     

１ 退職給付引当金   129     379     272     

２ 役員退職慰労引当

金 
  41     －     51     

３ その他   242     369     404     

固定負債合計     412 1.3   749 2.3   728 2.2 

負債合計     7,062 21.6   6,377 19.9   7,346 22.1 

                     

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     7,965 24.4   7,965 24.9   7,965 24.0 

２ 資本剰余金                     

資本準備金   8,463     8,463     8,463     

資本剰余金合計     8,463 25.9   8,463 26.4   8,463 25.5 

３ 利益剰余金                     

その他利益剰余金                     

繰越利益剰余金   9,201     9,489     9,453     

利益剰余金合計     9,201 28.1   9,489 29.6   9,453 28.4 

株主資本合計     25,631 78.4   25,919 81.0   25,882 77.9 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

その他有価証券評価

差額金 
    △4 △0.0   △285 △0.9   △16 △0.0 

評価・換算差額等合

計 
    △4 △0.0   △285 △0.9   △16 △0.0 

純資産合計     25,626 78.4   25,633 80.1   25,865 77.9 

負債純資産合計     32,688 100.0   32,011 100.0   33,212 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     19,242 100.0 21,621 100.0   40,327 100.0 

Ⅱ 売上原価 *5   11,602 60.3 13,469 62.3   24,629 61.1

売上総利益     7,640 39.7 8,152 37.7   15,697 38.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

*5   7,367 38.3 6,986 32.3   14,731 36.5

営業利益     272 1.4 1,166 5.4   965 2.4

Ⅳ 営業外収益 *1   40 0.2 102 0.5   82 0.2

Ⅴ 営業外費用 *2   161 0.8 72 0.4   239 0.6

経常利益     151 0.8 1,196 5.5   808 2.0

Ⅵ 特別利益 *3   1,889 9.8 27 0.2   2,515 6.2

Ⅶ 特別損失 *4   367 1.9 257 1.2   1,831 4.5

税引前中間（当
期）純利益 

    1,674 8.7 966 4.5   1,492 3.7

法人税、住民税及
び事業税 

  377   6 456   

法人税等調整額   △365 12 0.1 336 342 1.6 △877 △420 △1.0

中間（当期）純利
益 

    1,661 8.6 624 2.9   1,912 4.7

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 
合計 資本準備金 

資本剰余金 
合計 

その他 
利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

2006年３月31日残高 
（百万円） 

7,965 8,463 8,463 7,540 7,540 23,969

中間会計期間中の変動額            

中間純利益   1,661 1,661 1,661

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

     

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － 1,661 1,661 1,661

2006年９月30日残高 
（百万円） 

7,965 8,463 8,463 9,201 9,201 25,631

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

2006年３月31日残高 
（百万円） 

24 24 23,994

中間会計期間中の変動額      

中間純利益   1,661

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△29 △29 △29

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△29 △29 1,631

2006年９月30日残高 
（百万円） 

△4 △4 25,626



当中間会計期間（自 2007年４月１日 至 2007年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 
合計 資本準備金 

資本剰余金 
合計 

その他 
利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

2007年３月31日残高 
（百万円） 

7,965 8,463 8,463 9,453 9,453 25,882

中間会計期間中の変動額            

剰余金の配当   △587 △587 △587

中間純利益   624 624 624

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

     

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － 36 36 36

2007年９月30日残高 
（百万円） 

7,965 8,463 8,463 9,489 9,489 25,919

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

2007年３月31日残高 
（百万円） 

△16 △16 25,865

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △587

中間純利益   624

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△268 △268 △268

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△268 △268 △232

2007年９月30日残高 
（百万円） 

△285 △285 25,633



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 2006年４月１日 至 2007年３月31日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 
合計 資本準備金 

資本剰余金 
合計 

その他 
利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

2006年３月31日残高 
（百万円） 

7,965 8,463 8,463 7,540 7,540 23,969

事業年度中の変動額            

当期純利益   1,912 1,912 1,912

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

     

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － 1,912 1,912 1,912

2007年３月31日残高 
（百万円） 

7,965 8,463 8,463 9,453 9,453 25,882

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

2006年３月31日残高 
（百万円） 

24 24 23,994

事業年度中の変動額      

当期純利益   1,912

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△41 △41 △41

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△41 △41 1,871

2007年３月31日残高 
（百万円） 

△16 △16 25,865



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 (1) 有価証券 

子会社株式および関連会社

株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの  

 中間決算日の市場価

格等にもとづく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してい

ます。） 

市場価格のない有価証券 

移動平均法による原価

法 

 なお、投資事業有限

責任組合およびこれに

類する組合への出資

（証券取引法第２条第

２項により有価証券と

みなされるもの）につ

いては、組合契約に規

定される決算報告日に

応じて入手可能な 近

の決算額を基礎とし、

持分相当額を純額で取

り込む方法によってい

ます。 

(1) 有価証券 

子会社株式および関連会社

株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの  

同左 

  

  

  

  

  

  

市場価格のない有価証券 

移動平均法による原価

法 

 なお、投資事業有限

責任組合およびこれに

類する組合への出資

（金融商品取引法第２

条第２項により有価証

券とみなされるもの）

については、入手可能

な 近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によ

っています。 

(1) 有価証券 

子会社株式および関連会社

株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価

格等にもとづく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してい

ます。） 

市場価格のない有価証券 

移動平均法による原価

法 

 なお、投資事業有限

責任組合およびこれに

類する組合への出資

（証券取引法第２条第

２項により有価証券と

みなされるもの）につ

いては、入手可能な

近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額

で取り込む方法によっ

ています。 

  (2) たな卸資産 

商品 

移動平均法による原価法 

仕掛品および番組勘定 

個別法による原価法 

貯蔵品 

終仕入原価法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

 定率法を採用していま

す。 

 なお、有形固定資産につ

いて、利用可能期間を勘案

して、随時耐用年数の見直

しを行っています。  

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

 定額法を採用していま

す。 

 自社利用ソフトウェアに

ついては社内における利用

可能期間（５年）、市場販

売目的ソフトウェアについ

ては見込有効期間（３年以

内）、その他の無形固定資

産については経済的見積耐

用年数にもとづく定額法を

採用しています。 

 なお、無形固定資産につ

いて、利用可能期間を勘案

して、随時耐用年数の見直

しを行っています。 

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用していま

す。 

 のれんについては、５年

以内の合理的な年数で償却

しています。また、自社利

用ソフトウェアについては

社内における利用可能期間

（５年）、市場販売目的ソ

フトウェアについては見込

有効期間（３年以内）、そ

の他の無形固定資産につい

ては経済的見積耐用年数に

もとづく定額法を採用して

います。 

 なお、無形固定資産につ

いて、利用可能期間を勘案

して、随時耐用年数の見直

しを行っています。 

(2) 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ています。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備える

ため、支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上していま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備える

ため、次期支給見込額のうち

当期対応分の金額を計上して

います。 

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職金給付に備え

るため、中間期末自己都合要

支給額にもとづき、当中間会

計期間末において発生してい

ると認められる額を計上して

います。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職金給付に備え

るため、当中間期末における

退職給付債務の見込額を計上

しています。 

 数理計算上の差異は、各年

度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌

年度から費用処理することと

しています。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定

額法により費用処理していま

す。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職金給付に備え

るため、当年度末における退

職給付債務の見込額を計上し

ています。 

 数理計算上の差異は、各年

度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間（７年）に

よる定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌年度から

費用処理することとしていま

す。 

(追加情報) 

 当社は退職給付債務の算

定にあたり、簡便法によっ

ていましたが、当年度末か

ら原則法による算定方法に

変更しています。 

 この変更は、当年度より

従業員数の合計が300名を超

過したため、年齢や勤務期

間の偏りが解消され退職給

付債務の数理計算に用いら

れる基礎率の推定について

一定の有効性が確保された

ため、原則法による計算の

結果に一定の高い水準の信

頼性が得られるものと判断

されたことによるもので

す。 

 この変更に伴い、当年度

末における退職給付債務に

ついて計算した簡便法と原

則法の差額140百万円を特別

損失に計上しています。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

  (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規にもとづく

中間期末要支給額を計上して

います。 

(4) 役員退職慰労引当金 

―――――― 
  
  
  

(追加情報) 

 当社は役員の退職慰労金

の支給に備えるため、内規

にもとづく期末要支給額を

計上していましたが、2007

年５月21日開催の取締役会

において役員退職慰労金制

度の廃止を決議するととも

に、2007年６月20日開催の

定時株主総会において役員

退職慰労金制度廃止日まで

の在任期間に応じた退職慰

労金を退任時に支給するこ

とを決議しています。 

 その結果、役員退職慰労

金制度廃止日までの期間に

対応する役員退職慰労金相

当額58百万円を固定負債そ

の他に計上しています。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規にもとづく

期末要支給額を計上していま

す。 

  (5) ポイント引当金 

 販売促進等を目的とするポ

イント制度による将来のポイ

ント利用に備えるため、過去

の実績にもとづき、中間会計

期間末において将来利用され

ると見込まれるポイントに対

する所要額を計上していま

す。 

(5) ポイント引当金 

同左 

(5) ポイント引当金 

 販売促進等を目的とするポ

イント制度による将来のポイ

ント利用に備えるため、過去

の実績にもとづき、期末にお

いて将来利用されると見込ま

れるポイントに対する所要額

を計上しています。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しています。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っています。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財務諸

表）作成のための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の

会計処理は、税抜方式によっ

ています。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

        



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）および

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しています。なお、従来の資本の部に相当

する金額は25,626百万円です。 

（企業結合に係る会計基準および事業分離等

に関する会計基準） 

 当中間会計期間より「企業結合に係る会

計基準」（企業会計審議会 平成15年10月

31日）および「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第10号 平成17年12月27

日）を適用しています。 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当年度より「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用していま

す。なお、従来の資本の部に相当する金額

は25,865百万円です。 

（企業結合に係る会計基準および事業分離等

に関する会計基準） 

 当年度より「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15年10月31日）お

よび「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第10号 平成17年12月27日）を適

用しています。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（2006年９月30日） 

当中間会計期間末 
（2007年９月30日） 

前事業年度末 
（2007年３月31日） 

*1 有形固定資産の減価償却累計額 

592百万円 

*1 有形固定資産の減価償却累計額 

668百万円 

*1 有形固定資産の減価償却累計額 

611百万円 

*2 消費税等の取扱い 

 仮払消費税および仮受消費税は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示し

ています。 

*2 消費税等の取扱い 

 仮払消費税および仮受消費税は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示し

ています。 

―――――― 

 3  保証債務  3  保証債務  3  保証債務 

従業員の銀行借入金に対

する保証 
20百万円 

関係会社の営業取引に関

する連帯保証 

スカイゲート㈱  3百万円 

従業員の銀行借入金に対

する保証 
18百万円

従業員の銀行借入金に対

する保証 
19百万円

前中間会計期間 
（自 2006年４月１日 

  至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 

  至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

*1 営業外収益のうち重要なもの *1 営業外収益のうち重要なもの *1 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 11百万円 

ポイント引当金戻入益 15百万円 

受取利息 39百万円

受取配当金 47百万円

受取利息 31百万円

ポイント引当金戻入益 15百万円

*2 営業外費用のうち重要なもの *2 営業外費用のうち重要なもの *2 営業外費用のうち重要なもの 

固定資産除却損 62百万円 

商品廃棄損 56百万円 

固定資産除却損 34百万円

投資事業組合損失 23百万円

固定資産除却損 136百万円

商品廃棄損 61百万円

*3 特別利益のうち重要なもの *3 特別利益のうち重要なもの *3 特別利益のうち重要なもの 

関係会社株式売却益 1,862百万円 

貸倒引当金戻入益 27百万円 

貸倒引当金戻入益 27百万円 関係会社株式売却益 1,862百万円

貸倒引当金戻入益 652百万円

*4 特別損失のうち重要なもの *4 特別損失のうち重要なもの *4 特別損失のうち重要なもの 

本社移転関連費用 301百万円 

抱合せ株式消滅差損 43百万円 

固定資産臨時償却費 17百万円 

合弁事業整理損 77百万円

退職給付費用 76百万円

固定資産臨時償却費 82百万円

投資有価証券評価損 11百万円

関係会社株式評価損 728百万円

投資事業組合損失 339百万円

抱合せ株式消滅差損 43百万円

本社移転関連費用 300百万円

貸倒引当金繰入額 250百万円

退職給付費用 140百万円

固定資産臨時償却費 17百万円

*5 減価償却実施額 *5 減価償却実施額 *5 減価償却実施額 

有形固定資産 104百万円 

無形固定資産 543百万円 

有形固定資産 79百万円

無形固定資産 426百万円

有形固定資産 164百万円

無形固定資産 1,092百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 2007年４月１日 至 2007年９月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 2006年４月１日 至 2007年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額および期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

器具・備品 2,517 1,533 － 984 

ソフトウェ
ア 

1,024 626 242 156 

合計 3,542 2,159 242 1,141 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

減損損失
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

器具・備品 1,554 1,017 － 537 

ソフトウェ
ア 

771 552 126 92 

合計 2,325 1,569 126 629 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

器具・備品 2,167 1,416 － 751 

ソフトウェ
ア 

919 615 181 123 

合計 3,087 2,031 181 874 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額等 ２ 未経過リース料中間期末残高相当額等 ２ 未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 677百万円 

１年超  742百万円 

合計 1,420百万円 

１年内 458百万円

１年超  318百万円

合計 777百万円

１年内 546百万円

１年超 535百万円

合計 1,082百万円

リース資産減損勘定の

残高 
242百万円 

リース資産減損勘定の

残高 
126百万円

リース資産減損勘定の

残高 
181百万円

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額および減損損失 

支払リース料 424百万円 

リース資産減損勘定の

取崩額 
47百万円 

減価償却費相当額 402百万円 

支払利息相当額 16百万円 

減損損失 －百万円 

支払リース料 314百万円

リース資産減損勘定の

取崩額 
55百万円

減価償却費相当額 298百万円

支払利息相当額 12百万円

減損損失 －百万円

支払リース料 817百万円

リース資産減損勘定の

取崩額 
108百万円

減価償却費相当額 774百万円

支払利息相当額 35百万円

減損損失 －百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ています。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（2006年９月30日） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（2007年９月30日） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（2007年３月31日） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

（企業結合等関係） 

前中間会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日）  

共通支配下の取引等関係 

１ 企業結合の概要 

２ 実施した会計処理の概要 

(1) 資産および負債の会計処理 

当社は合併期日に以下の資産および負債を受入れています。 

(2) のれんおよび増加資本の会計処理 

当社の連結財務諸表上の㈱ウェブポケット株式の取得にかかるのれんの未償却残高302百万円を当社の

個別財務諸表上ののれんとして引き継いでいます。 

また、100％子会社である㈱ウェブポケットを吸収合併したため、合併により増加する株主資本はあり

ません。なお、当社が保有していた㈱ウェブポケット株式の帳簿価額と㈱ウェブポケットから受入れた資

産、負債およびのれんとの差額43百万円を抱合せ株式消滅差損として特別損失に計上しています。  

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 125 59,696 59,570 

関連会社株式 145 29,373 29,228 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 125 45,792 45,666 

関連会社株式 2,732 47,704 44,972 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 125 57,127 57,001 

関連会社株式 2,732 37,487 34,755 

結合当事企業 ㈱ウェブポケット 

事業の内容 オンライン上のデータストレージサービス 

企業結合の法的形式 当社による吸収合併 

取引の概要 ポータル事業の強化を目的として2006年６月１日付で当社は100％子会社㈱ウ

ェブポケットを吸収合併しました。 

流動資産 235百万円

固定資産 63百万円

資産計  298百万円

流動負債 54百万円

固定負債  289百万円

負債計 344百万円



当中間会計期間（自 2007年４月１日 至 2007年９月30日） 

 中間連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載しておりません。

前事業年度（自 2006年４月１日 至 2007年３月31日） 

共通支配下の取引等関係 

１ 企業結合の概要 

２ 実施した会計処理の概要 

(1) 資産および負債の会計処理 

当社は合併期日に以下の資産および負債を受入れています。 

(2) のれんおよび増加資本の会計処理 

当社の連結財務諸表上の㈱ウェブポケット株式の取得にかかるのれんの未償却残高302百万円を当社の

個別財務諸表上ののれんとして引き継いでいます。 

また、100％子会社である㈱ウェブポケットを吸収合併したため、合併により増加する株主資本はあり

ません。なお、当社が保有していた㈱ウェブポケット株式の帳簿価額と㈱ウェブポケットから受入れた資

産、負債およびのれんとの差額43百万円を抱合せ株式消滅差損として特別損失に計上しています。  

結合当事企業 ㈱ウェブポケット 

事業の内容 オンライン上のデータストレージサービス 

企業結合の法的形式 当社による吸収合併 

取引の概要 ポータル事業の強化を目的として2006年６月１日付で当社は100％子会社㈱ウ

ェブポケットを吸収合併しました。 

流動資産 235百万円

固定資産 63百万円

資産計  298百万円

流動負債 54百万円

固定負債  289百万円

負債計 344百万円



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

１株当たり純資産額 100,290.86円

１株当たり中間純利益

金額 
6,502.30円

１株当たり純資産額 100,318.75円

１株当たり中間純利益

金額 
2,443.10円

１株当たり純資産額 101,228.38円

１株当たり当期純利益

金額 
7,486.64円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載していません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載していません。 

 
前中間会計期間 

（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日）

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日）

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 1,661 624 1,912 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
1,661 624 1,912 

期中平均株式数（株） 255,520 255,520 255,520 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 2007年４月１日 
至 2007年９月30日） 

前事業年度 
（自 2006年４月１日 
至 2007年３月31日） 

株式および新株予約権付社債の取得 

 当社は、㈱ゲームポットとの間で、オン

ラインゲームにおける事業提携を行うこと

を目的とする資本提携にもとづき、2006年

10月３日に㈱ゲームポットの第三者割当増

資の引受、㈱アエリアより㈱ゲームポット

株式の取得、および㈱ゲームポットの新株

予約権付社債の引受を行いました。 

(1) 当社が第三者割当により引受ける㈱

ゲームポット株式  

a) 取得株式数   普通株式8,200株 

b) 払込金額の総額   1,225百万円 

(2) 当社が㈱アエリアより取得する㈱ゲ

ームポット株式 

a) 取得株式数  普通株式15,000株 

b) 取得金額      1,350百万円 

(3) 当社が引受ける㈱ゲームポット新株

予約権付社債 

a) 社債名称 ㈱ゲームポット第１回

無担保転換社債型新株

予約権付社債 

b) 払込金額の総額   1,100百万円 

（社債額面100円につき100円） 

c) 償還価額 額面100円につき100円 

d) 転換価額       149,500円 

e) 権利行使期間 

2006年10月４日～2010年10月１日 

(4) 取得前後の所有株式の状況 

a) 異動前の株式所有数    －株 

b) 取得株式数      23,200株 

c) 異動後の株式所有数  23,200株 

（所有割合     27.4％ 

新株予約権行使後 33.2％） 

(5) ㈱ゲームポットの概要 

a) 名称     ㈱ゲームポット 

b) 主な事業内容 オンラインゲーム

事業 

モバイルコンテン

ツ事業 

c) 本店所在地  東京都港区高輪３

－26－33 

d) 代表者    代表取締役会長 

安田  剛 

代表取締役社長 

植田 修平 

(6) 資金調達の方法 

 すべて自己資金により充当します。 

―――――― 重要な子会社の株式売却 

 当社は、2007年３月８日の取締役会にお

いて、子会社であるスカイゲート㈱株式の

すべてを、関連会社である㈱ディー・エ

ヌ・エーに売却する基本合意を決議し、

2007年４月25日に売却を実行しました。 

株式報酬型ストックオプション  

 当社は2007年５月21日の取締役会および

2007年６月20日の定時株主総会の決議に基

づき、従来の役員退職慰労金制度を廃止し

て、株式報酬型ストックオプションとして

新株予約権を発行することといたしまし

た。 

 その内容は、「第４提出会社の状況 １

株式等の状況(８)ストックオプション制度

の内容」に記載のとおりです。 

売却の理由 スカイゲート㈱は、海

外航空券販売を中心

に、順調に売上を伸ば

してまいりましたが、

昨今の旅行業界ならび

にオンライン予約市場

における競争環境の一

層の激化に伴い、グル

ープ経営の 適化の観

点から、より集客を見

込める㈱ディー・エ

ヌ・エーに譲渡するこ

とといたしました。 

当該子会社の 

事業内容 

インターネットを利用

した航空チケットを中

心とする旅行商品の販

売、旅行に関連する情

報提供 

売却する株式 

の数 

44,000株 

売却価額 100百万円 

売却損益 翌事業年度に与える影

響は軽微であります。 



(2）【その他】 

  2007年10月25日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………293百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………1,150円 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2007年12月３日 

 （注） 2007年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（2006年度）（自 2006年４月１日 至 2007年３月31日）2007年６月21日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

 2007年９月28日関東財務局長に提出 

 事業年度（2006年度）（自 2006年４月１日 至 2007年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

(3) 臨時報告書 

 2007年７月26日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（提出会社の特定子会社の異動）の規定に基づく臨時

報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

  平成18年12月18日 

ソネットエンタテインメント株式会社 
（旧会社名 ソニーコミュニケーションネットワーク株式会社） 

 

  取 締 役 会 御 中    

  あ ら た 監 査 法 人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岩尾 健太郎 

  業務執行社員   公認会計士 善塲 秀明 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソネッ

トエンタテインメント株式会社(旧会社名 ソニーコミュニケーションネットワーク株式会社)の平成18年４月１日から平

成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結

財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ソネットエンタテインメント株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に、株式会社ゲームポットの株式及び新株予約権付社債の取得に関する事項が記載されている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上  

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

  2007年12月20日 

ソネットエンタテインメント株式会社  

  取 締 役 会 御 中    

  あ ら た 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 中嶋 康博 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 善塲 秀明 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるソネットエンタテインメント株式会社の2007年４月１日から2008年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（2007年４月１日から2007年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ソネットエンタテインメント株式会社及び連結子会社の2007年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（2007年４月１日から2007年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上  

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

  平成18年12月18日 

ソネットエンタテインメント株式会社 
（旧会社名 ソニーコミュニケーションネットワーク株式会社） 

 

  取 締 役 会 御 中    

  あ ら た 監 査 法 人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岩尾 健太郎 

  業務執行社員   公認会計士 善塲 秀明 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソネッ

トエンタテインメント株式会社（旧社名 ソニーコミュニケーションネットワーク株式会社）の平成18年４月１日から平

成19年３月31日までの平成18年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、

すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ソネットエンタテインメント株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に、株式会社ゲームポットの株式及び新株予約権付社債の取得に関する事項が記載されている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上  

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

  2007年12月20日 

ソネットエンタテインメント株式会社  

  取 締 役 会 御 中    

  あ ら た 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 中嶋 康博 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 善塲 秀明 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるソネットエンタテインメント株式会社の2007年４月１日から2008年３月31日までの2007年度の中間会計期間（2007年

４月１日から2007年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ソネットエンタテインメント株式会社の2007年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（2007年４月１日から2007年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上  

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。 
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